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第三十三条 児童相談所長は、児童虐待のおそれがあるとき、少年法第六条の六第一項の規定により事件の送致
を受けたときその他の内閣府令で定める場合であつて、必要があると認めるときは、第二十六条第一項の措置
を採るに至るまで、児童の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれて
いる環境その他の状況を把握するため、児童の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、当該一時保護を行
わせることができる。

② 都道府県知事は、前項に規定する場合であつて、必要があると認めるときは、第二十七条第一項又は第二項
の措置（第二十八条第四項の規定による勧告を受けて採る指導措置を除く。）を採るに至るまで、児童の安全
を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれている環境その他の状況を把握す
るため、児童相談所長をして、児童の一時保護を行わせ、又は適当な者に当該一時保護を行うことを委託させ
ることができる。

③ 児童相談所長又は都道府県知事は、前二項の規定による一時保護を行うときは、次に掲げる場合を除き、一
時保護を開始した日から起算して七日以内に、第一項に規定する場合に該当し、かつ、一時保護の必要がある
と認められる資料を添えて、これらの者の所属する官公署の所在地を管轄する地方裁判所、家庭裁判所又は簡
易裁判所の裁判官に次項に規定する一時保護状を請求しなければならない。この場合において、一時保護を開
始する前にあらかじめ一時保護状を請求することを妨げない。
一 当該一時保護を行うことについて当該児童の親権を行う者又は未成年後見人の同意がある場合
二 当該児童に親権を行う者又は未成年後見人がない場合
三 当該一時保護をその開始した日から起算して七日以内に解除した場合

④ 裁判官は、前項の規定による請求（以下この条において「一時保護状の請求」という。）のあつた児童につ
いて、第一項に規定する場合に該当すると認めるときは、一時保護状を発する。ただし、明らかに一時保護の
必要がないと認めるときは、この限りでない。



児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）（抄）

3

⑤ 前項の一時保護状には、次に掲げる事項（第五号に掲げる事項にあつては、第三項後段に該当する場合に限
る。）を記載し、裁判官がこれに記名押印しなければならない。
一 一時保護を行う児童の氏名
二 一時保護の理由
三 発付の年月日
四 裁判所名
五 有効期間及び有効期間経過後は一時保護を開始することができずこれを返還しなければならない旨

⑥ 一時保護状の請求についての裁判は、判事補が単独ですることができる。
⑦ 児童相談所長又は都道府県知事は、裁判官が一時保護状の請求を却下する裁判をしたときは、速やかに一時
保護を解除しなければならない。ただし、一時保護を行わなければ児童の生命又は心身に重大な危害が生じる
と見込まれるときは、児童相談所長又は都道府県知事は、当該裁判があつた日の翌日から起算して三日以内に
限り、第一項に規定する場合に該当し、かつ、一時保護の必要があると認められる資料及び一時保護を行わな
ければ児童の生命又は心身に重大な危害が生じると見込まれると認められる資料を添えて、簡易裁判所の裁判
官がした裁判に対しては管轄地方裁判所に、その他の裁判官がした裁判に対してはその裁判官が所属する裁判
所にその裁判の取消しを請求することができる。

⑧ 前項ただし書の請求を受けた地方裁判所又は家庭裁判所は、合議体で決定をしなければならない。
⑨ 第七項本文の規定にかかわらず、児童相談所長又は都道府県知事は、同項ただし書の規定による請求をする
ときは、一時保護状の請求についての裁判が確定するまでの間、引き続き第一項又は第二項の規定による一時
保護を行うことができる。

⑩ 第七項ただし書の規定による請求を受けた裁判所は、当該請求がその規定に違反したとき、又は請求が理由
のないときは、決定で請求を棄却しなければならない。

⑪ 第七項ただし書の規定による請求を受けた裁判所は、当該請求が理由のあるときは、決定で原裁判を取り消
し、自ら一時保護状を発しなければならない。

⑫～㉑ （略）


